
 1 

 
                                  No.167  2009 年 2 月 6 日             
                                               

                    APECに今後期待するもの                        
                                                           

                                               

                                            経済調査部 上席研究員 松井謙一郎  
 
昨年 11 月下旬にペルーで開催された APEC（アジア太平洋経済協力）首脳会合の特

別声明では、グローバル金融危機への取り組みと自由貿易の堅持がうたわれた。G20 サ

ミットの一週間後の開催であったため、APEC 首脳の特別声明の多くは G20 サミットの

声明を追認するものであった。一方で、グロ－バル危機の影響が長期化すると見られる

中で、18 か月間で危機を克服できるとして危機対応の意思を表明する等、踏み込んだ

部分も見られた。 
APEC は発足当初は WTO を軸とするグローバルで多角的な自由貿易を推進する枠組

みとして機能してきた。しかし、近年は WTO の枠組みの行き詰まりと個別国間での

FTA・EPA の活発化で、その存在意義を問う声もある。一方、グロ－バルな金融危機に

対して全世界的な協調対応が求められる中、APEC のような地域横断的な枠組みの重要

性が増している面もある。本稿では APEC の現状をレビューした上で、今後 APEC に期

待されることについて述べてみたい。 
APEC には現在 21 の国・地域が参加、世界の GDP の約 6 割・人口では約 4 割を占め、

地域を括る枠組みとして参加国の経済・人口規模では世界最大である。1989 年 11 月の

オ－ストラリアでの第 1 回閣僚会合開催で発足し、1993 年以降は毎年 11 月に首脳会合・

閣僚会合を開催している。1990 年に当時のマレ－シアのマハティ－ル首相が提唱した

EAEC（東アジア経済協議体）構想に懸念を持ったアメリカが APEC の枠組みを強く支

持し、1990 年代を通じて参加国も増えて枠組みの規模が大きく拡大した。 
アジアでもインドが参加していない一方で、オセアニアからオーストラリア・ニュー

ジーランド・パプアニュ－ギニアが参加している。特にオ－ストラリアは 1989 年の第

1 回閣僚会合を主催する等 APEC の発足の際にも重要な役割を果たしている。また欧州

諸国は全く入っていない一方で、アメリカ・ロシア・中国といった大国が参加し、中南

米でもメキシコ、チリ、ペルーの 3 か国が参加している。このようにアジア・米州・ユ

－ラシア・オセアニアにまたがる地域横断的な枠組みとして、地域横断的な外交の場と

しても活用されている。 
また、APEC 域内で EPA 締結に積極的な国であるブルネイ・チリ・ニュージランド・

シンガポールの 4 か国のグル－プが「太平洋横断戦略的経済連携協定」（P4 と呼ばれ

る）を 2005 年に締結した。2008 年 9 月にアメリカが P４への加入交渉を表明する等、

AEPC 内での地域横断的な EPA 締結の動きも見られる。 
APEC 発足当初は域内の貿易投資の自由化が中心的なテーマであり、FTA の標準化へ

の取組や貿易手続の形式統一・合理化など実務面での取組みも着実に進めてきた。一方

で、その後 2001 年の同時多発テロ直後に開催された上海での首脳会議以降、安全保障

やテロ対策が主要な課題として定着する等、時代の状況に応じて取り組み課題も変わっ

てきている。アメリカの影響力が大きく低下する中で、今後はグロ－バルな問題を地域

横断的に取り組み、解決していく枠組みとしての性格がより強まっていくであろう。 
近年の新興市場国の台頭で G8 の枠組みの限界が意識されるようになり、今般のグロ

－バル金融危機ではグロ－バル金融サミット開催の枠組みとなった G20 の役割が決定

的に重要となった。そのような中で、G20 の枠組みと競合しつつも、世界の主要国を包

含する枠組みとしての APEC の存在意義は増してこよう。貿易面では保護主義の高まり
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に対して反対することを示したが、グロ－バル金融危機対応の中で金融システムへの監

視の強化にも今後踏み込んでいく必要がある。この点で G20 のような他の枠組みと違

ってどれだけ踏み込めるかが当面の APEC に課せられた課題と言えよう。 
アジア太平洋地域でも環境問題への積極的な取り組みが始まっている。アジア太平洋

地域では、増大するエネルギー需要、エネルギー安全保障、気候変動問題への対処を目

的とした APP（クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ）の枠組み

が既に存在する。日本、アメリカ、中国、インド、韓国、オ－ストラリアの 6 ヵ国の間

で 2005 年に合意されて始められた。具体的には、クリーンで効率的な技術の開発、普

及及び移転のための地域協力を推進することを目指している。8 つのセクター別のタス

クフォースが設けられ、少数の主要排出国で官民を交えたパートナーシップを築き、具

体的な技術協力のプロジェクトを実施していくことが想定されている。 
世界の 2 大 CO2 排出国である第 1 位の中国、第 2 位の米国（両国で約 4 割）に加え

て、第 3 位のロシア、第 4 位の日本が APEC に参加しているが、この 4 か国の合計で世

界の CO2 排出量のほぼ半分を占めている（2005 年の CO2 排出量の国別デ－タ）。京都

議定書の枠組みでは、2 大 CO2 排出国である米国は議定書が批准されない事による事実

上の離脱、中国は排出量削減義務を負わない形となっている。またロシアは本格的な削

減努力を行わずして削減枠が余り（いわゆる Hot Air と呼ばれている状況）、一方で日

本は京都議定書の CO2 排出削減目標達成はほぼ困難な状況になる等、主要国は懸念さ

れる状況にある。 
APEC でも、2007 年の首脳宣言（「気候変動、エネルギー安全保障およびクリーン開

発に関するシドニーAPEC 首脳宣言」）において、この問題への取組みの決意が表明さ

れ、行動アジェンダが採択された。ポスト京都議定書の枠組み作りの駆け引きは本格化

しているが、意見のコンセンサスは容易ではない。今後ポスト京都議定書の枠組み形成

において、APEC が更に踏み込んだ取り組みを行い、リーダーシップを発揮していくこ

とが期待される。 
APEC の加盟国の経済活動が気候変動問題(CO2 排出削減問題)に占めるウェイトを考

えると、日本の技術の強みを生かしつつリーダーシップを発揮するという意味で、金融

面だけでなく、気候変動問題への取り組み面での牽引役も期待したい。 
 

以  上 
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http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/rekishi.html  (APEC の歴史) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/kiko/app.html  (APP の概要) 
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